







































































決定した。これを受けて米国政府は、石油に関わる価格統制権限を生計費会議（Cost of Living 
Council）から連邦エネルギー局（Federal Energy Agency）に移した上で、1973年11月に特別処置を
「緊急石油割当法(EPAA: Emergency Petroleum Allocation Act of 1973)に引き継ぎ、価格と数量に関す





































製造業者および精製会社（producer or refiner of motor fuel）はブランドにかかわらずサービスステー
ション（retail service station）の開設を禁止され、さらに1975年７月１日以降は、メリーランド州内



























 そして第二の焦点であるメリーランド州が求めた「州内の統一価格」（The “voluntary allowance” 
requirement of the Maryland statute)が競争対抗価格としての特別処置を許したクレイトン法２(b)（2 



































 これを明確に表しているのが、1976年に提出されたワシントン DC の小売サービス法（Retail 




（Moratorium on Retail Service Station Act 1979：DC Law 3-44）によって継続され、さらに The Gas 








にこの法律は1988年の延長法（Extension of the Moratorium on Retail Service Station Conversions 






ワシントン DC の SS 数推移 
調査年 SS 数 減少率 
1977 270 － 
1980 243 -10％ 
1983 173 -36％ 
1987 141 -48％ 
1989 126 -53％ 
1990 136 -50％ 
2002 112 -59％ 
注：減少率は対1977年の％ 
出典：A study of Automotive Service in the District 
of Columbia ,table I 
 
確保という側面では、自動車修理場（auto repair）は119カ所、自動車修理工場（auto repair commercial）
は18カ所、自動車用品販売店（commercial only）は17カ所、合計154カ所あり、小売サービス法の制
定時の心配はまさしく杞憂に終わった。 
 さらに業態転換にともなって精製の直営 SS が進出し、小事業者の撤退を促すという危惧は、結














ャイズ法（Virginia Petroleum Products Franchise Act）と呼ぶことを規定した上で、中小企業者の重要
性の明記（59.1-21.9 - Findings of General Assembly）、用語の定義（59.1-21.10 - Definitions）に続いて、
フランチャイズ法としての骨格が示されている（59.1-21.11 - Required provisions pertaining to 






あり、その他には情報開示（59.1-21.15 - Disclosures to be made by refiner before conclusion of 
agreement）が規定されている。 
この法律の中で分離規定となっているのは、店舗の運営規定（59.1-21.16:2 - Operation of retail outlet 











 またデラウェア州の分離規定は第６部「商業と取引（Commerce and Trade）」の第29章自動車燃料
の小売（Retail Sales of Motor Fuel）に規定されている。第29章は12条から成り立ち、製造業者の登
録制、価格表示（Price signs on fuel pumps and premises）、ブランド規定（Brand name of product on 
equipment）、セルフサービスにおけるアシスト規定（Self-service gasoline stations; refueling assistance 
for persons with disabilities）などの業法的な条文からフランチャイズ法的な規定である公平な取扱い、
販売促進、マーケティング条項、解約状況などが含まれ、分離規定は第５条の特約店の独立（§2905 







もロードアイランド州と同数の377SS と全米でもっとも SS が少ない州である。しかし製油所を持た
ないメリーランド州、ネバダ州16、コネチカット州、ワシントン DC とは異なり、デラウェア州には
The Premcor Refining Group Inc.（前 Motiva Enterprises LLC）の製油所（Delaware city、精製能力
182,200BD17）がある。しかしながら Premcor は自社の流通施設を持っているものの自社ブランドで
の販売は行っておらず、Chevron、ConocoPhillips、Valero Energy、Hess の他、ウォルマートと提携
している Murphy Oil にも製品供給を行っており分離法の影響を受ける状況にはない。 
 
2.5 コネチカット州における分離法の議論 
 コネチカット州における分離法の議論をコネチカット州の立法調査局（Connecticut General 
Assembly Office of Legislative Research（OLR）の報告書（2002年３月12日）によって見ると、分離法
の制定の鍵を握っていたのは、他の州と同様に法律の影響よりもガソリン品不足に対する不安感で
あったことが分かる。ここでは分離法に関する議論を整理するために、議論の内容を見ていく。 






 立法府は、法案の提出理由として、①直営（company owned and operated）は不公正な競争優位に
あり、②大手石油会社（major oil companies）は記録的な利益を上げていること、③直営店は供給不



















































Revised Statutes）のタイトル52の商業規制および取引法（Title 52 - Trade Regulations and Practices）の







































はいけないという SS 数の上限規定（§526.151 Petroleum products dealers; restriction）があったが、
1985年までに廃止され22、ルイジアナ州では1979年に分離法（§1471 Operation of retail service station 
by producer or refiner of petroleum products）を制定し、1980年１月１日以降の開設と運営を禁止した
が、８ヶ月後に法律を不適用とした。 
 これらのことから現在、厳密な意味で分離規定を運営しているのは、メリーランド州とコネチカ















































































Sheets や Wawa のようなハイクラス独立業者（HVR: High Volume Retailer）25が力をつけ、さらにホ
ールセールクラブなどが参入したことによって競争状況が大きく変化したことから、メリーランド
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1 オーストラリアの法律とは、The Petroleum Retail Marketing Site Act 1980と The Petroleum Retail Marketing 









6 Maryland Business Regulation Title10 Motor Fuel and Lubricants subtitle3 inspection and sales of motor fuel §10-311 
Operation of Stations 
7 これらはエネルギー節約に関する規制、戦略備蓄、原油に関するエンタイトルメント・プログラム（Entitlement 
Program）を含めた EPCA（Energy Policy and Conservation Act of 1975）に受け継がれていた。 
8 Firey（2004）はニクソン政権の価格管理政策は高騰する原油価格をそのまま小売価格に転嫁させることを避け
る側面をもっていたと指摘している。 











10 この判決に関わった案件は、No. 77-11, Shell Oil Co. v. Governor of Maryland et al.; No. 77-12, Continental Oil Co. 
et al. v. Governor of Maryland et al.; No. 77-47, Gulf Oil Corp. v. Governor of Maryland et al.; and No. 77-64 Ashland Oil, 
Inc., et al. v. Governor of Maryland et al.,が同時に審議された。 
11 メリーランド州の分離法は1992年10月１日に改正された（BR §10-311、312）。(1)SS の運営は小売特約店に
よって運営されなければならない。(2)またコミッションエージェント（a commissioned agent）、社員（company 
personnel）、子会社（a subsidiary company）、もしくは生産者および精製業者との請負契約によって SS を管理す






12 Dormant Commerce Clause は米国の憲法の中で文書化されたものではなく、最高裁の判例の積み重ねによって
成立しているもの。 
13 現在は Title 36 Trade Practice, Chapter 3 Retail Service Stations。 
14 Jobber とは a wholesale supplier or distributor of motor fuel. 
15 Obligation of refiner to repurchase upon termination, etc., of agreement、Producer or refiner not to terminate, etc., 
agreement without notice and reasonable cause; nonrenew. 
16 ネバダ州には Foreland Refining Corp. Nevada, Eagle Spring には全米で最小の2,000BD の小規模製油所がある。 






なものであると却下された（Rosen (1995) Chapter15)。 






                                                                                         
crude oil equal to more than 30 percent of the domestic and imported crude oil supplied to his refinery during the most 
recent calendar year for which information is available; 2. Refines motor vehicle fuel from crude oil; and 3. Has a total 
refinery capacity of more than 175,000 barrels a day. (Added to NRS by 1987, 2196)— (Substituted in revision for NRS 
598.6522) 
 NRS 597.350 “Refinery” defined.  “Refinery” means a manufacturing facility at which motor vehicle fuel is produced 
from crude oil. (Added to NRS by 1987, 2196)—(Substituted in revision for NRS 598.6524) 
 NRS 597.360 “Retailer” defined.  “Retailer” means a: 1. Wholesale purchaser; or 2.Person who operates a service 
station pursuant to a franchise agreement with a refiner or wholesale purchaser. (Added to NRS by 1987, 
2196)—(Substituted in revision for NRS 598.6526) 
20 service stations in this state, with his own employees or through a subsidiary or commissioned agent or a person on the 
basis of a fee. 
21 §486H-10.4でもっとも特徴的な条項はリース料に上限を設けたことである。 
22 Heritage Founfation (1980, p3)によるとフロリダ州とデラウェア州の分離規定は、憲法違反となったとしている
が、デラウェア州の分離規定は現在でも存在している。 
23 自治州まで含めるとプエルトリコ（Puerto Rico）も分離法（23 L.P.R.A.§1102）を導入している(Rubin（2007）
p.4）。 








通常の倍以上を販売している（４社の販売量は EIA のヒアリング、その他は NPN FACTS 2003から）。シーズと
ワワは東部５州、Quik Trip は中西部９州、そしてレース・トラックは南西12州と地域を限定して展開している 。
ワワのフレッシュ・デリは、乳製品等の直売・卸を行う乳業会社が多角化の一貫として展開したものである。
同様にシーズも小売業からガソリンに事業領域を広げた会社であり、店舗の運営と管理が強みとなっている。
シーズは Pennsylvania, Maryland, Ohio, Virginia, West Virginia の５州、ワワは Delaware, Maryland, New Jersey, 
Pennsylvania, Virginia の５州を展開地域としている。最大の Wawa は536SS を所有しているが、展開５州のうち
３州が分離法を制定している州である。 
26 カリフォルニア・サービスステーション・自動車修理協会は直営店が増加して、フランチャイズ店が経営に
必要なマージンを下回る価格で販売していると訴えている（California Service Station and Automotive Repair 
Association(2003))。 
Borenstein &Bushnell(2005,p.25)のレポートでの指摘はわが国の状況に近いものがあるがその背景には、カリ
フォルニア州の石油流通が全米の状況と大きく乖離し、わが国の状況と近いことがある。直営(全米17％、
CA20％)、バルク(全米12％、CA10％)、DTW(全米12％、CA49％)、ラック(全米60％、CA20％)。 
 
（2008年１月９日受理） 
